
広報委員会の活動と今後の方針 

　広報委員会では都道府県がん登録室や院内が
ん登録室、がん登録を利用した研究の紹介、が
ん対策の今後に関する提言などをご寄稿いただ
き、ニューズレターを通して会員の皆さまのが
ん登録運営に役に立つ情報を発信してきました。
また、協議会ホームページの内容を見直し、が
ん対策の基盤であるがん登録の重要性をアピー
ルすることにも努めています。 
　がん登録等の推進に関する法律の施行に伴い、
都道府県は精度向上の一歩先であるデータ利用へ
の対応が必要です。また、当協議会が進めている
J-CIP事業に代表されるように、がん登録データ
はがん対策のさまざまな場面で重要な鍵となりま
すので、広報委員会ではこれらについて情報提供
して参ります。また、ニューズレターで院内のが
ん患者支援や都道府県のがん対策に役立つ知識を
提供して、実務者や行政担当者ががん登録への理
解を深めることをお手伝いすることで、当協議会
の活動が今後の都道府県のがん対策にさらに貢献
できるように努めていきたいと考えています。 
　毎年の学術集会では、院内がん登録からの優れ
た研究発表や活動報告が目立っています。今後は
ますます協議会内での院内がん登録に関する情報
交換が盛んになってくるものと予想され、そのプ
ラットフォームとしてニューズレターや協議会
ホームページを活用したいと考えています。また、
院内がん登録と全国がん登録の担当者・実務者レ
ベルでの意見交換の場は、当協議会でしか提供で
きないものと自負しています。これからさまざま
な企画を通じて、広報委員会が全国がん登録と院
内がん登録の協調的な発展のお手伝いをしたいと
思っています。また、Covid-19 流行が始まって
以来、それまでのように会員の皆様が直接顔を合
わせる機会が減っており、ニューズレターでの新
企画等により交流を促進していく予定です。 
　会員の皆様から「このような情報が欲しい」と
いうご意見をいただければ、ぜひ検討させていた
だきたいと考えていますので、宜しくお願いします。 

教育研修委員会報告

　教育研修委員会は、がん登録の実務、登録
ルール、データ利用など多種多様な専門分野
を持ち、院内がん登録・全国がん登録などの
現場で実際に活躍するエキスパートで構成さ
れています。「JACRががん登録実務者の教育・
研修支援するために何ができるか考える」と
いう立場で様々な提案や支援を行います。 
　主な活動は、学術集会における実務者研修
会の企画や支援、総会時のがん登録実務功労
者表彰です。JACR学術集会東京大会に引き続
き長野大会でも、実務者の交流を目的とした
リモート情報交換会を中林委員と松本委員を
中心に企画しました。 
　また、国際研究への参加支援も行っていま
す。2021年7月にIACR (国際がん登録協議会)
から「五大陸のがん罹患第 12 巻（CI5-XII）」
へのデータ提供依頼があり、初参加する都道
府県に対し、大木委員、杉山委員を中心にデー
タ提供支援を行いました。今後、本活動は、
国際交流委員会と連携を図りながら行ってい
きます。 
　最後になりますが、2022 年 7月に、大木前
委員長より、伊藤が委員長を引き継がせてい
ただき、齊藤委員を新たなメンバーに迎え、
新体制となりました。今後も引き続き、がん
登録の向上の一助になるよう、全国・院内が
ん登録実務者の教育・研修支援活動を行って
いきたいと思います。 
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